
  

 

 

 

２０２３年１２月 

 

１．前払金保証取扱から見た長野県内の公共工事動向 

（２０２３年１１月 単月・累計） 

 

２．「電子保証」導入のご案内（須坂市） 

令和５年１２月１日より須坂市において電子保証が導入されました。仕組みや手続きの流れは、

長野県と同様になりますので、別添リーフレットをご覧ください。 

なお、ご不明点等ございましたら、お気軽に当社までお問い合わせください。 

 

３．中間前金払制度のご案内 

前払金受領後の資金調達手段として、多くの発注者では中間前金払制度を導入しています。 

中間前金払制度は、当初の４割の前払金に加え、さらに２割の工事代金を請求することができる制

度で、保証料率も一律 0.065％と大変お安くなっています。是非ご利用ください。 

制度に関する詳細は、別添リーフレットをご覧ください。 

 

４．東日本保証がお届けするニュースレター「TOPICS」 

業界の旬な話題を提供する「TOPICS」を発行していますので、是非ご覧ください。 

 

５．電子入札用 IC カード「AOSign サービス」キャンペーンのご案内 

当社の関連会社である日本電子認証（NDN）では電子入札用ICカード（AOSign ｱｵｻｲﾝ）の発

行を行っています。 

詳細は別添リーフレットをご覧ください。 

 

６．年末年始の営業について 

当社の年末年始の営業は以下のとおりです。 

●年末の営業 ： ２０２３年１２月２８日（木）まで 

●年始の営業 ： ２０２４年 1 月 ４日（木）から 
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【１１月単月】

１．概　況
【金額単位：百万円】

件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額

15 3,601 1,496 8 408 283 87.5 781.2 427.6

2 59 19 5 370 132 ▲ 60.0 ▲ 84.0 ▲ 85.1

85 3,055 1,397 100 3,688 1,542 ▲ 15.0 ▲ 17.2 ▲ 9.4

167 6,382 2,659 146 5,457 1,885 14.4 16.9 41.0

4 120 47 3 142 57 33.3 ▲ 15.8 ▲ 16.9

16 395 136 6 234 90 166.7 68.2 50.7

289 13,614 5,757 268 10,302 3,992 7.8 32.1 44.2

 ２．発注者別の主な増減（請負金額）
【金額単位：百万円】
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 ３．月別の推移（請負金額）

 ４．最近10年間の推移（請負金額）
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【１１月累計】

１．概　況
【金額単位：百万円】

件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額

237 27,512 10,978 257 28,450 11,498 ▲ 7.8 ▲ 3.3 ▲ 4.5

44 31,941 9,400 44 20,239 5,130 0.0 57.8 83.2

868 48,746 19,590 1,018 50,398 19,771 ▲ 14.7 ▲ 3.3 ▲ 0.9

1,360 53,746 21,318 1,270 51,435 19,297 7.1 4.5 10.5

24 845 334 23 743 295 4.3 13.7 13.4

58 4,772 1,607 54 3,800 1,137 7.4 25.6 41.4

2,591 167,565 63,230 2,666 155,068 57,130 ▲ 2.8 8.1 10.7

 ２．発注者別の主な増減（請負金額）
【金額単位：百万円】
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 ３．月別の推移（請負金額）

 ４．最近10年間の推移（請負金額）
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【金額単位：百万円】

件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額

関東地方整備局 44 7,315 2,700 56 6,793 2,850 ▲ 21.4 7.7 ▲ 5.3

北陸地方整備局 56 6,993 2,819 70 8,504 3,314 ▲ 20.0 ▲ 17.8 ▲ 14.9

中部地方整備局 58 10,142 4,273 56 9,988 4,138 3.6 1.5 3.3

国土地理院 1 3 1 0 0 0

東京航空局 0 0 0 1 25 10

計 159 24,455 9,794 183 25,311 10,313 ▲ 13.1 ▲ 3.4 ▲ 5.0

関東農政局 4 37 10 3 141 54 33.3 ▲ 73.6 ▲ 81.4

中部森林管理局 67 2,808 1,088 64 2,752 1,033 4.7 2.1 5.4

計 71 2,846 1,099 67 2,893 1,088 6.0 ▲ 1.6 1.0

3 41 16 0 0 0

1 4 1 1 3 1 0.0 13.6 13.6

1 48 19 1 7 2 0.0 574.7 574.7

1 59 23 4 208 81 ▲ 75.0 ▲ 71.3 ▲ 70.7

1 57 22 1 26 10 0.0 117.5 116.9

237 27,512 10,978 257 28,450 11,498 ▲ 7.8 ▲ 3.3 ▲ 4.5

7 2,001 787 10 2,278 911 ▲ 30.0 ▲ 12.1 ▲ 13.5

14 2,996 1,088 10 2,153 778 40.0 39.2 39.9

12 9,596 3,827 14 2,939 869 ▲ 14.3 226.5 340.1

1 13 5 0 0 0

3 44 16 4 57 19 ▲ 25.0 ▲ 21.5 ▲ 19.4

5 17,189 3,634 3 12,487 2,421 66.7 37.6 50.1

1 79 31 3 323 129 ▲ 66.7 ▲ 75.6 ▲ 75.6

1 19 7 0 0 0

44 31,941 9,400 44 20,239 5,130 0.0 57.8 83.2

665 35,019 14,136 791 39,940 15,652 ▲ 15.9 ▲ 12.3 ▲ 9.7

68 2,760 1,153 85 2,878 1,150 ▲ 20.0 ▲ 4.1 0.2

72 2,198 866 75 3,490 1,321 ▲ 4.0 ▲ 37.0 ▲ 34.4

25 7,252 2,844 38 3,040 1,231 ▲ 34.2 138.5 131.0

1 20 8 0 0 0

5 84 33 6 135 52 ▲ 16.7 ▲ 37.5 ▲ 35.6

14 754 290 16 412 163 ▲ 12.5 82.9 77.6

11 259 103 5 99 39 120.0 161.0 161.0

7 395 154 2 401 160 250.0 ▲ 1.5 ▲ 3.8

868 48,746 19,590 1,018 50,398 19,771 ▲ 14.7 ▲ 3.3 ▲ 0.9

821 37,758 15,051 771 35,349 13,662 6.5 6.8 10.2

222 7,616 2,996 264 8,259 2,763 ▲ 15.9 ▲ 7.8 8.4

317 8,371 3,270 235 7,826 2,871 34.9 7.0 13.9

1,360 53,746 21,318 1,270 51,435 19,297 7.1 4.5 10.5

4 105 41 3 61 23 33.3 72.0 74.8

2 81 30 6 173 67 ▲ 66.7 ▲ 53.1 ▲ 54.7

18 659 262 14 509 203 28.6 29.4 29.0

24 845 334 23 743 295 4.3 13.7 13.4

58 4,772 1,607 54 3,800 1,137 7.4 25.6 41.4

2,591 167,565 63,230 2,666 155,068 57,130 ▲ 2.8 8.1 10.7
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【参考】　市町村の前払金制度等の状況
【東日本建設業保証㈱調べ：2023年11月30日現在】

適用金額 率 限度額 適用金額 率 限度額

小 諸 市 50万円以上 40% 有 上 松 町 130万円以上 40% 有

佐 久 市 300万円以上 40% 有 南 木 曽 町 50万円以上 40% 有

小 海 町 100万円以上 40% 有 木 曽 町 130万円以上 40% 有

佐 久 穂 町 100万円以上 40% 有 木 祖 村 50万円以上 40% 有

川 上 村 100万円以上 40% 有 王 滝 村 50万円以上 40% 有

南 牧 村 300万円以上 40% 有 大 桑 村 50万円以上 40% 有

南 相 木 村 130万円以上 40% 有 松 本 市 130万円超　 40% 有

北 相 木 村 100万円以上 40% 有 塩 尻 市 50万円以上 40% 有

軽 井 沢 町 300万円以上 40% 有 安 曇 野 市 130万円以上 40% 有

御 代 田 町 50万円以上 40% 有 麻 績 村 130万円以上 40% 有

立 科 町 300万円以上 40% 有 生 坂 村 50万円以上 40% 有

上 田 市 100万円以上 40% 有 山 形 村 130万円以上 40% 有

東 御 市 130万円以上 40% 有 朝 日 村 50万円以上 40% 有

長 和 町 50万円以上 40% 有 筑 北 村 130万円以上 40% 有

青 木 村 50万円以上 40% 有 大 町 市 50万円以上 40% 有

岡 谷 市 50万円以上 40% 有 池 田 町 250万円以上 40% 有

諏 訪 市 50万円以上 40% 有 松 川 村 130万円以上 40% 有

茅 野 市 50万円以上 40% 有 白 馬 村 50万円以上 40% 有

下 諏 訪 町 50万円以上 40% 有 小 谷 村 300万円以上 40% 有

富 士 見 町 50万円以上 40% 有 長 野 市 300万円以上 40% 有

原 村 50万円以上 40% 有 須 坂 市 100万円以上 40% 有

伊 那 市 50万円以上 40% 有 千 曲 市 100万円以上 40% 有

駒 ヶ 根 市 130万円以上 40% 有 坂 城 町 50万円以上 40% 有

辰 野 町 50万円以上 40% 有 小 布 施 町 100万円以上 40% 有

箕 輪 町 50万円以上 40% 有 高 山 村 100万円以上 40% 有

飯 島 町 50万円以上 40% 有 信 濃 町 100万円以上 40% 有

南 箕 輪 村 130万円以上 40% 有 飯 綱 町 50万円以上 40% 有

中 川 村 130万円以上 40% 有 小 川 村 100万円以上 40% 有

宮 田 村 300万円以上 40% 有 中 野 市 100万円超　 40% 有

飯 田 市 130万円以上 40% 有 飯 山 市 100万円以上 40% 有

松 川 町 50万円以上 40% 有 山 ノ 内 町 100万円以上 40% 有

高 森 町 50万円以上 40% 有 木 島 平 村 50万円以上 40% 有

阿 南 町 130万円以上 40% 有 野沢温泉村 100万円以上 40% 有

阿 智 村 50万円以上 40% 有 栄 村 300万円以上 40% 有

平 谷 村 200万円以上 40% 6,000万円 有

根 羽 村 200万円以上 40% 有 長 野 県 100万円以上 40% 有

下 條 村 300万円以上 40% 有

売 木 村 50万円以上 40% 有

天 龍 村 50万円以上 40% 有

泰 阜 村 130万円以上 40% 有

喬 木 村 130万円以上 40% 有

豊 丘 村 300万円以上 40% 有

大 鹿 村 130万円以上 40% 有
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本統計（保証取扱高）の見方 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

・前払金保証契約の実績のうち、長野県内で行われた工事について、件数、 
請負金額、保証金額を集計しています。 

・工期が複数年度に亘る工事の請負金額は、前払金に対応する当該年度の請 
負金額相当額を計上しています。 

・集計は、当社が前払金保証契約を行った日（保証契約日といいます。）を 
基準としています。工事の請負契約日と保証契約日との間には、若干のタ 
イムラグ（概ね半月程度）が発生する場合があります。 

・前月以前に締結した保証契約を取り消した場合、数値がマイナスとして掲載 
される場合があります。 

【発行】東日本建設業保証株式会社 長野支店 

 
〒380-8537 長野市南石堂町 1230-6 長建ビル 4F 

TEL:026-226-7520 (代表) FAX:0120-027-376 
URL https://www.ejcs.co.jp 

 
※ご不明な点はお気軽にお問い合わせください。 

 

https://www.ejcs.co.jp
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制 度 に つ い て

当初の前払金（請負金額４割）に加え、

２割の「前払金」を追加して請求できる制度です。

《請求できる要件（以下の要件を満たしていること）》

①工期の１／２を経過していること

②工期の１／２までに実施すべき作業が終了していること

③出来高が１／２以上

メ リ ッ ト

１．保証料率は一律０．０６５％！
保証料率は一律０．０６５％と格安です。（前払金保証の約１／５）

（例）中間前払金1,000万円の場合、保証料は6,500円

２．現金で一括払出が可能！
中間前払金は入金後すぐに現金で一括払出ができます。

預託金払出依頼書は当社が作成します。

払出に係る証明資料は不要です。

３．出来高検査不要！
中間前払金請求には、部分払のような出来高検査は必要ありませ

ん。書類審査による認定のみで請求できます。

手続きの流れは裏面をご覧ください。

※国、長野県、長野県内の全市町村で制度導入

されています。
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ご 利 用 の 流 れ

STEP.1 発注者へ認定請求

発注者へ次の書類を提出してください。

・『中間前払金認定請求書』

・『工事履行報告書（中間前払金用）』
※発注者によっては、その他に書類（工事写真等）が必要となる場合があります。

⇒発注者から『中間前払金認定調書』が交付されます
（認定要件を満たしていると認められた場合）

STEP.2 保証会社へ保証申込

当社へ次の書類を提出してください。

・『保証申込書』

・『前払金使途内訳明細書』

・『中間前払金認定調書（写）』

⇒（中間前払金用）『保証証書』、『預託金払出依頼書』を発行します。

STEP.3 発注者へ中間前払金請求

発注者へ次の書類を提出してください。

・『保証証書（中間前払金用）』

・『請求書（中間前払金用）』

⇒発注者より中間前払金が振り込まれます。

前払金専用口座から払出

中間前払金専用の『預託金払出依頼書』を金融機関へ提出してください。

証明資料の提出は不要です。現金で一括払出できます。

具体的な手続きやご不明点などはお気軽にお問い合わせください。

東日本建設業保証株式会社 長野支店
長野市南石堂町１２３０－６ 長建ビル４Ｆ

Tel：026-226-7520 Fax：0120-027-376（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ）

振り込まれたら

※中間前払金専用の項目「既済部分の材料、労務費等」を記入してください。

支払先が確認できる書類の提出は不要です。
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Money

国土交通省

2024年度技術検定スケジュール等を公表
受検資格等を見直し

　11月9日、国土交通省は2024年度の技術検定のスケジュー

ルおよび2024年度以降の技術検定の受検資格等を公表しま

した。

　受検資格の見直しについては、第二次検定において、2024

年度から2028年度までの間は経過措置期間とし、従来の旧受

検資格と新受検資格のどちらかに該当していれば受検可能と

なります。詳細は2024年1月以降に各指定試験機関から公表

される受検の手引きをご確認ください。
（https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00202.html）

Management

国土交通省・建設業振興基金

建設産業に関する作文を表彰
建設業従事者・高校生より1,354作品の応募

　11月7日、国土交通省と建設産業人材確保・育成推進協議会

（事務局：建設業振興基金）は、「私たちの主張～未来を創造す

る建設産業～」と「高校生の作文コンクール」の受賞者を決定し

ました。このコンクールは、毎年度、建設業の役割や重要性につ

いて理解と関心を高めるため、建設業に従事する社会人と、高

校生を対象に実施しており、今年は合計1,354作品の応募があ

りました。優秀作品は、建設業振興基金のホームページで公表

しています。
（https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo14_hh_000001_00187.html）

国土交通省

建設マスター・建設ジュニアマスターを顕彰
優秀な技術・技能の承継に向け

　11月14日、国土交通省は建設マスターに459名、建設ジュ

ニアマスターに121名を決定し発表しました。

　建設マスターは、建設産業の第一線で「ものづくり」に直接従

事されている方々に誇りと意欲をもっていただくとともに、その

社会的評価・地位の向上を図ることを目的として平成4年度よ

り実施されています。また、建設ジュニアマスターは、建設マス

ターに達するまでの技能の向上のインセンティブを目的として

平成27年度より実施されています。
（https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo14_hh_000001_00188.html）

2023年12月5日発行
発行：東日本建設業保証株式会社 経営企画部　
編著：株式会社 建設経営サービス

〒104-8438 東京都中央区八丁堀2-27-10
TEL.(03)3552-7525
https://www.ejcs.co.jp/

※本紙記事の無断転載を固く禁じます。
※本紙に関するご意見・ご要望などを
　お待ちしております。

政府

2023年度補正予算案を閣議決定
国土強靭化関連に1.9兆円

　政府は2023年度補正予算案を閣議決定しました。それによ

ると、国土強靭化関係補正予算として1兆9,496億円が計上さ

れ、うち、「防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策」

関連の4年目分としては1兆5,188億円が計上されました。

　財政投融資等を加えた事業費ベースでは、加速化対策の4年

目までの累計で約11兆8,000億円となり、事業規模全体約15

兆円の78%に達しています。
（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/yosan.html）

　『建設業の財務統計指標』は、建設企業の

財務内容について、主要な財務比率の平均

値を地区別・都県別（23都県）、業種別、売上

高別に算出し、その特徴や動向をレーダー

チャートなどを用いて図示したものです。調

査範囲は、当社が決算書の提出を受けた法

人企業のうち、「土木・建築」「土木」「建築」

「電気」「管」の5業種の建設企業です。弊社

ホームページに掲載しています。

東日本建設業保証

建設業の財務統計指標「令和4年度決算分析」を発行
ISSN　1883-5627
Kensetsugyou no zaimu toukei shihyou

建設業の財務統計指標
【令和4年度決算分析】

建
設
業
の
財
務
統
計
指
標
【
令
和
４
年
度
決
算
分
析
】

（https://www.ejcs.co.jp/report/indicators/）

　弊社では、創立70周年記念事業の一環として、建設業界のイメージ

アップおよび入職促進につながる映像コンテンツを制作・配信していま

す。このたび第6話となる「わたしが築く～明るい建設業の未来～」が完

成しました。

　今回は、防波堤建設工事に携わる入社2年目の男性と入社5年目の女

性の仕事に密着。地元の海とま

ちの安全を守る仕事に携わるこ

とへの熱い思いを取材していま

す。是非ご覧ください。

東日本建設業保証

YouTube動画「わたしが築く～明るい建設業の未来～」を配信

弊社公式YouTubeチャンネル

きず



AOSignサービス推薦団体様のご紹介にて、初めてAOSignサービスをご購入いただく企業

様を対象とした特別キャンペーンです。たいへんお得な内容となっておりますので、是非
ご利用ください。

対象者
AOSignサービス推薦団体様のご紹介で

初めて AOSignサービス をご購入いただく企業様 (※1）

対象商品
AOSignサービス電子証明書（ＩＣカード）

有効期間により5種類ございます。

割引額
ＩＣカードを1枚につき 最大19,800円割引！ (※2）

詳細は下記の「割引料金表」をご参照ください。

受付期限 令和６年３月３１日まで（必着）

必要書類
・ 電子証明書発行申込書類（添付書類含む）
・「ご紹介キャンペーン」割引券（本紙裏面・コピー可）」 （※3）

注意事項

※1 割引適用は企業単位となります。これまでに企業（個人事業含む）として

AOSignサービスをご購入いただいている場合は、対象外となります。

※2 他のキャンペーンや割引との併用はできません。
※3 割引券が同封されていない場合、割引は致しかねますのでご注意ください。

■お申込時期の目安
ＩＣカードの有効期間はカード発行日から開始されます。そのためカードが必要な
時期の1ヵ月から1ヵ月半前を目安にお申込ください。
有効期間の開始日もしくは発行日の指定はできませんのでご了承ください。

◆ ◆特別割引の概要 ◆ ◆

〜初めてお申込みをいただく企業様向け〜
AOSignサービス「ご紹介キャンペーン」のご案内

有効期間 通常価格 割引額 割引後の価格

1年+30日 16,500円 ▲7,700円 8,800円

2年+30日 30,800円 ▲11,550円 19,250円

3年+30日 42,900円 ▲12,100円 30,800円

4年+30日 55,000円 ▲14,300円 40,700円

5年（※） 66,000円 ▲19,800円 46,200円

◆ ◆割引料金表◆ ◆ （1枚あたりの料金：税込）

アオサイン

※法令上、電子証明書の有効期間は5年を超えないものと定められています 2023.3（S 7･10.5･11･13･18）



ご紹介キャンペーン 割引券

◆◆ご記入ください◆◆

◆◆お問い合わせ先◆◆

URL https://www.ninsho.co.jp/aosign

2023.3（S 7･10.5･11･13･18）

該
当
の
も
の
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い

◆お客様の主な業種についてお答えください（いずれか一つ）

1.農林水産業 2.建設業（建設・造園・設備・測量・設計・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等）

3.製造業 4.電力・ガス・熱供給業 5.情報通信業 6.運輸・郵便業 7.卸売・小売業

8.金融・保険業 9.不動産業 10.飲食・宿泊業 11.教育・学習支援業 12.医療・福祉

13.廃棄物処理・運搬業 14.ビル管理業（ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ、清掃、警備等）

15.その他 （ ）

◆AOSignサービスの購入を決めた理由は何ですか？（複数回答可）

1.商品ラインナップ 2.顧客対応 3.発行までの期間 4.割引価格

5.同業者・取引先の紹介

6.その他 （ ）

◆AOSignサービスのご利用目的は何ですか？（複数回答可）

1.電子入札（工事・委託） 2.電子入札（物品・役務） 3.電子申請（e-Gov等）

4.電子申告（e-Tax・eLTAX） 5.電子契約

6.その他 （ ）

◆◆アンケートへのご協力をお願いします◆◆

商号・名称
（ゴム印可）

住 所

電話番号

ご紹介団体名 一般社団法人長野県建設業協会

NDN 検索

Eﾒｰﾙ：ホームページの「AOSignサービスの お問い合わせ」から送信してください

ヘルプデスク

FAX 03-5148-5695

https://www.ninsho.co.jp/aosign

